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スポーツの権利性と事故責任
―スポーツ法学講義試論―
神　谷　和　孝
１．はじめに―スポーツ基本法の制定
　現代社会では、オリンピックや様々な種目別の世界選
手権（ワールドカップ）の試合等がテレビで放映されて
高視聴率を獲得し、国内では国民体育大会（国体）や高
校・大学等学校教育の場における各種競技大会に大きな
関心が集まり、また、一部プロスポーツ界の絶大な人気
や、そこでの様々な出来事が国民各層の興味を惹きつけ
ている。さらには、個々人のライフスタイルの変化に伴
う余暇の活用の多様化や健康志向の高まりとともに、疑
いもなくスポーツは大きな社会的存在となっている。こ
のような状況下で、平成 23 年 6 月にはスポーツ基本法
が制定・公布されるに至った１。同法は、昭和 36 年に
制定されたスポーツ振興法を 50 年ぶりに全面改正した
ものであり、スポーツ権の実質的な保障を確保するとと
もに、国のスポーツ施策の基本を定めたものである。
　スポーツ基本法は、その前文において、「スポーツは、
世界共通の人類の文化である」とし、「スポーツは、心
身の健全な発達、健康及び体力の保持増進、精神的な充
実感の獲得、自律心その他の精神の涵養等のために、個
人又は集団で行われる運動競技その他の身体活動」であ
ると定義づけている。また、スポーツの意義については、
「青少年の体力を向上させるとともに、他者を尊重しこ
れと協同する精神、公正さと規律を尊ぶ態度や克己心を
培い、実践的な思考力や判断力を育む」等とし青少年の
人格形成における重要性をうたっている。また、「スポー
ツは、人と人との交流及び地域との交流を促進し、地域
の一体感や活力を醸成する」、「スポーツは、心身の保持
増進にも重要な役割を果たす」ものであるとして、人間
関係の希薄化等の問題を抱える地域社会の再生や、健康
で活力に満ちた長寿社会の実現に寄与するものとしてい
る。さらに、「・・国際競技大会における日本人選手の
活躍は、国民に誇りと喜び、夢と感動を与え、国民のス
ポーツへの関心を高めるものである。これらを通じて、
スポーツは我が国社会に活力を生み出し、国民経済の発
展に広く寄与するもの」であり、「スポーツの国際的な
交流や貢献が、国際相互理解を促進し、国際平和に大き
く貢献する」ものであるとうたいあげ、スポーツが国民
経済の発展や我が国の国際的地位の向上においても、極
めて重要な役割を果たすことをも期待しながら、［スポー
ツ立国］の実現を目指し、国家戦略としてスポーツに関
する施策を総合的かつ計画的に推進する旨を定めている。
　本稿は、筆者が次年度に短大部でスポーツと法学の関
連領域の講義を担当するに当たり、スポーツ基本法前文
の精神および関係条文の規定に留意のうえ、①スポーツ
の権利性と、②スポーツ事故における法的責任問題等を
中心に講述するための試論として、その内容を整理する
とともに若干の考察を試みるものである。
２．スポーツの権利性
　スポーツ基本法（以下「法」と称する。）は、スポー
ツが「国民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な
生活を営む上で不可欠なもの」であり、「スポーツを通
じて幸福で豊かな生活を営むことは全ての人々の権利
である」とする。そして、「全ての国民がその自発性の
下、安全かつ公正な環境の下で日常的にスポーツに親し
み、スポーツを楽しみ、又はスポーツを支える活動に参
画することのできる機会が確保されなければならない」
と定めて、国民のスポーツ権を保障するとともに、国民
がスポーツに参加する機会を確保することが国や地方公
共団体の責務であるとしている。その具体化のため、法
第 3 章 基本的施策のなかで、国および地方公共団体に
対し、指導者等の養成及び資質の向上並びにその活用の
ため、系統的な養成システムの開発又は利用への支援お
よび、研究集会又は講習会の開催等の施策を講ずるよう
に努めることや（法  条）、スポーツ施設の整備、利
用者の需要に応じたスポーツ施設の運用の改善、スポー
ツ施設への指導者等の配置等の施策を求めている（法
2 条）。また、国公立の学校のスポーツ施設は、教育に
支障のない限り一般のスポーツのために利用できるよう
に努めなければならないとされている（法 3 条）。
　スポーツ基本法において、上記の通りスポーツ権が明
文化されるまでには、憲法上からする様々な理論の構築
がなされてきた。例えば、教育基本法  条は「心身と
もに健康な国民の育成」を教育の目的としており、その
もととなる憲法 26 条の「教育を受ける権利」（ 項 す
べて国民は、・・その能力に応じて、ひとしく教育を受
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ける権利を有する。）に、権利としての体育・スポーツ
の原点があるとする主張がなされた。また、スポーツは
人の精神的・身体的発達、すなわち人格の発展にとって
不可欠な要素であり、かつ高い文化的価値も認められる
として、憲法 3 条の「幸福追求権」にスポーツ権の根
拠を求めるものもある。さらには、憲法 25 条の生活権
（ 項 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を
営む権利を有する。）が、スポーツ権の根拠になるとす
る有力な見解も示されている。
　本来、憲法 25 条が健康で文化的な最低限度の生活を
保障する意図は、失業、疾病、障害等に起因する経済的
困窮を救済することにあるとされてきた。しかしながら、
時代の変化に伴い憲法 3 条（幸福追求権）を根拠とし
て環境権や健康権等のいわゆる「新しい人権」が提唱さ
れる社会風潮の中で、スポーツ権が憲法 25 条にその根
拠を求めることもその一つである。健康を生命・健康に
対する危険の排除というように狭く捉えるのではなく、
本条の意図が健康を維持・増進することも含まれると解
することで理由づけが可能となろう。
　筆者が勤務する東海学院大学健康福祉学部総合福祉学
科では、障害者スポーツに関する科目を開講し、初級お
よび中級障害者スポーツ指導員の資格取得を可能として
いる２。障害者スポーツ指導員とは、厚生労働省が所管
する財団法人日本障害者スポーツ協会が認定するもので、
障害を抱えた人が体を鍛えたり、スポーツを楽しんだり
することをサポートするため、障害に応じた適切な指導
をする専門家のことである３。スポーツ基本法が、「ス
ポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことは全ての
人々の権利である」とする規定は、当然に障害者のスポー
ツ権も保障しているものと解するべきであり、障害者ス
ポーツ指導員の養成とともに、障害者が身近にスポーツ
を楽しめる環境整備を推進することも、国の欠くことの
できない責務の一つであることを付記しておきたい。
３．スポーツ事故における法的責任
　一流のアスリートが国際大会や国内大会等で華々しく
活躍し、また多くの人々がスポーツを楽しむためには、
スポーツ事故をもたらさないために最大限の措置を講じ
ることが必要である。スポーツ基本法は、スポーツ事故
その他スポーツによって生じる外傷、障害等の防止及び
これらの軽減に資するため、指導者等の研修、スポーツ
施設の整備、スポーツにおける心身の健康の保持増進及
び安全確保に関する知識（スポーツ用具の適切な使用に
係る知識を含む。）の普及等を講じることを、国および
地方公共団体の責務としている（法 4 条）。また、不
幸にして生じてしまった事故を解決するためには、多く
の関係する法律を活用することも重要である。一般に、
スポーツ事故発生の原因が本人の挙動のみに基づくとき
は、通常は法的責任の問題が生じることはないが、競技
者が事故の当事者である場合や、施設や用具の管理者お
よび指導者等が事故に関係している場合には、刑事上お
よび民事上の責任が問題となってくる。
　刑事上の責任とは犯罪責任であり、犯罪をおかした者
に対して刑罰という制裁を与えるものである。一般に犯
罪とは、犯罪構成要件に該当する行為で、かつ違法性を
有し有責な行為であるとされる。犯罪の構成要件に該当
するとは、その行為が法律に定める行為でなければなら
ないということである。例えば、「人の身体を傷害する」
ことは刑法 204 条（傷害罪）に定められており、格闘
技で相手を殴り傷つけるような行為等はそれにあてはま
る。ところが、同 35 条に「正当な業務による行為は罰
しない」という規定があり、正当な業務行為は違法性が
ないとされている。この場合の業務とは、社会生活上の
地位に基づき反復継続して行うか、またはそのような意
思をもって行う行為のことであり、必ずしも職業として
行われるものであることを要するものではない。「社会
的に相当」であるとか、「被害者の同意」があるとか、「許
された危険」の範囲である、といった場合も同じ趣旨で
使われている。従って、格闘技で相手を怪我させた場合
も、刑事責任は問われないことになる。また、有責な行
為ということに関しては、心神喪失者や 3 歳以下の子
どもの行為、さらには相当の注意を払っても結果の発生
するであろうことが認識できないときには、その行為者
を非難できない（つまり責任がない）として、この場合
にも刑事上の責任を問われることはない。なお、スポー
ツ事故において刑事上の責任問題となることはそれほど
多くはなく、過失による犯罪行為としては、過失傷害
罪（刑法 209 条）、過失致死罪（同 20 条）、業務上過
失致死傷罪（同 2 条）などがある。スポーツが原因
で刑事上の責任を問われた事例の大半は過失犯であるけ
れども、あってはならないことであるが、いわゆる体罰
やしごき、セクハラなどが故意犯として処罰の対象とな
りうる。具体的には、傷害罪（同 204 条）、暴行罪（同
208 条）、強制わいせつ罪（同 76 条）などである。
　民事上の責任とは、被害者が受けた損害を加害者が補
填するという損害賠償責任である。法律上損害賠償が
問題になる場合として、債務不履行（民法 45 条以下）
によるものと不法行為（同 709 条以下）によるものな
どがある。損害には財産的損害以外に精神的損害（慰謝
料）もあり、また、既存利益の減少の場合（積極損害）
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だけではなく、将来得られる予定の利益の損失等（消極
損害、逸失利益）も損害となる。スポーツに関係する債
務不履行責任は、スポーツ指導の提供における指導者と
生徒等の指導を受ける者との間の契約関係を前提として、
契約に付随する安全配慮義務違反があり、指導を受ける
者が損害を被った場合に発生する。一方、不法行為責任
が生ずるためには以下の要件を満たす必要がある。
①加害行為が損害と因果関係に立つとともに、違法であ
ることを要する。一般に、他人の権利ないし利益を侵
害する行為は違法と評価されるが、生命・身体は当然
に法によって保護されるべき利益であるため、一般的
に相手を怪我させることは違法性があると判断される。
ただし、刑事上の責任と同様に、スポーツによる怪我
などが正当な業務行為に起因するものと判断されれば、
違法性はないものとされ損害賠償責任は生じない。
②加害者の行為が故意または過失によるものであるこ
とを要する。故意とは違法な結果を知りながらあえて
なすことであり、過失とは、注意すれば違法な結果を
知り得たはずであるのに、不注意から知らなかった場
合である。過失の有無の判断においては、専門的な知
識をもつ者や危険の高い行為を行う地位や職業にある
者は、一般人より高い注意義務が要求されている。当
事者のみならずスポーツ指導者や管理者等においても、
危険＝違法な結果を予知・予測する危険予見義務や、
危険を未然に防止・回避する危険回避義務が尽くされ
ていないと判断されれば、過失があったものとみなさ
れている。
③加害者に責任能力が備わっていることを要する。責任
能力とは、自分の行為の結果を判断できる程度の知能
を備えていることであり、幼児や心神喪失者等にはな
いものとされるので、当事者に代わって親権者や後見
人のような監督義務者に損害賠償責任が生じることに
なる。これらの者は、自己の監督義務を怠らなかった
こと（つまり監督上過失がないこと）を証明すれば責
任を免れることができる。なお、加害者が国または公
共団体（都道府県、市町村等）の公務員である場合に
は、その行為が「公権力の行使」に当たるときには「国
家賠償法」に基づき国または公共団体にその責任が問
われるが、「公権力の行使」に当たらないときには「民
法」の不法行為により国等に責任が問われることに注
意が必要である。
　いずれにせよ、刑事上および民事上の責任が問われる
事件や事故が起きた際には、「違法性」、「過失」、「責任
能力」の有無や程度が検証され、その結果により責任の
度合いが左右されることになる。
４．スポーツ事故において民事上の責任が問われ
た事例
　民事上の責任が問われた数多くのスポーツ事故に関す
る裁判例の中から、①スキー場での事故、②学校でのク
ラブ活動中の事故、③学校が設置するスポーツ施設での
事故、④スポーツ大会引率中の事故について、各一例の
事件の概要と判旨を以下にまとめた。いずれのケースも、
過失、安全確認義務違反、安全配慮義務違反および予見
可能性の有無等が問われたものである。
(1) 当事者の責任
　スキー場で発生した滑降者同士の衝突事故につき、上
方からスノーボードで滑降してきた者に過失が認められ
た事例４
　この事故は、スキーの初心者であるＸがゲレンデを滑
降中、Ｘの上方からフリースタイル用スノーボードで滑
降してきたＹに衝突され、左下腿骨骨折の傷害を受けた
として、Ｙに対し、後遺障害による逸失利益や慰謝料な
どの損害賠償を求めた訴訟である。
　判決は、Ｙが中級者用のゲレンデから本件初級者用の
ゲレンデに侵入し、約 5 メートル離れた地点でＸを認
めたのであるから、Ｘへの衝突を避ける措置をとるべき
であったのに、僅かに進行方向を左に変えただけで減速
せず、Ｘの動きを注視せずに滑降を続けた。そして、約
7 メートルの地点でＸを認めた時には、もはやＹは自ら
の進行方向を変更することができずにＸに衝突したもの
であるから、Ｙには過失があると判断し、約 039 万円
の請求に対して 470 万円余りの損害額を認容した。
　なお、Ｙからは、Ｘは上方からの滑走者がいないこと
を確認すべきであったにもかかわらず、衝突直前までＹ
の接近に気づかなかった安全確認義務違反があり、また、
Ｘは事故の直前に急角度で進路変更をしており、適切な
進路をとる義務に違反しているとして過失相殺を主張し
たが、いずれも認められなかった。　
　
(2) 指導者の責任
　公立学校の生徒が、バスケットボールのクラブ活動の
練習中に熱中症状を来して、急性心不全により死亡した
事故について、指導担当教諭に過失が認められた事例５
　この事例は、Ｙ（公共団体）設置の新居浜商業高等学
校において、暑熱環境下でのバスケットボール部のクラ
ブ活動の練習中に、脱水、熱中症状を来して急性心不全
により死亡した女子生徒Ａの両親であるＸらが、当死亡
事故は、同クラブ活動の指導を担当したＢ教諭が、練習
中の生徒の心身の状況に応じた適切な措置をとるべき注
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意義務に違反した、過失または安全配慮義務違反による
ものであると主張して、国家賠償法  条（公権力の行
使の基づく損害の賠償責任）に基づき、Ｙに対し損害賠
償を求めた事案である。
　判決では、まず、高校の課外クラブ活動の指導担当教
諭は事故発生の危険性を具体的に予見することが可能で
ある限り、その危険回避のための措置を講ずべき注意義
務を負うとする。その上で、Ａがバスケットボールの練
習中の第  回目に倒れた際に、Ｂ教諭が水分を補給さ
せたうえ休息をとらせて経過観察をしたことは適切で
あったとし、その後相当時間の休息後にＡの申し出によ
り練習を再開させたことも、医学の専門知識ないＢ教諭
としては無理がない判断として、ともにＢ教諭の過失を
否定した。しかし、Ａが短時間の練習再開で異常な状態
で第 2 回目に倒れた時点では、一般人としても身体の
異常を容易に認識できたものであるから、救急車を手配
するなどして直ちに医師の診断を受けさせる注意義務が
あるのに、これをしなかったことについてＢ教諭の過失
を認めた。
　Ｙからは、Ｂ教諭にはＡの死亡について予見が不可能
であったとの主張がされたが、判決では、医学的な死の
転帰の予見可能性までは必要でなく、身体に対する尋常
でない危険性の認識の可能性で足りるとして、その主張
を斥けＹの責任を認めた。
 (3) 施設の設置管理者の責任
　幼児が、公の営造物を設置管理者の通常予測し得ない
異常な方法で使用して生じた事故につき、設置管理者が
損害賠償責任を負わないとされた事例６
　この事例は、幼児が町立中学校のテニスコートの審判
台に上って遊んでいたところ、審判台が転倒し、その下
敷きになって死亡したという事故について、被害者の両
親が町に対し、国家賠償法 2 条（公の営造物の設置管
理の瑕疵に基づく損害の賠償責任）に基づく損害賠償を
求めた事案である。被害者が、審判台の座席部分の背当
てを構成している左右の鉄パイプを両手で握って後部か
ら降りるという、本来の用法とは異なる用法によって審
判台を使用していた際に生じた事故であるため、被害者
の営造物（審判台）の用法との関係で、設置管理者（町）
の責任の有無を問うものであった。
　判決では、同 2 条にいう「公の営造物の設置管理の
瑕疵」があるとは、公の営造物が通常有すべき安全性を
欠いていることであることを確認し、その安全性が欠く
か否かの判断は、当該営造物の構造、本来の用法、場所
的環境および利用状況等諸般の事情を総合的に考慮して、
具体的、個別的に判断するべきであるとした。事故後の
調査によれば、審判台が設置されてから本件事故が発生
するまでの 20 年余の間、人身事故が発生したことは一
度もなく、本来の用法に従って利用する限り、転倒の危
険を有する構造のものではなかったとする。そのうえ
で、設置管理者は、審判台が本来の用法に従って安全で
あることを限度として責任を負うものであるから、当該
事案のように、本来の用法に従えば安全である審判台に
ついて、設置管理者の通常予測しえない異常な方法で幼
児に使用させないという注意義務（しつけ等を含む。）は、
利用者である一般市民の側が負うのが当然であるとして、
被害者側の訴えを斥け設置管理者に責任はないとした。
　
(4) 大会主催者及び引率者の責任
　高等学校の生徒が、課外のクラブ活動としてサッカー
の試合中に落雷により負傷した事故について、引率者兼
監督の教諭に落雷事故発生の危険が迫っていることを予
見すべき注意義務の違反があるとされた事例７
　落雷事故が発生した日は、午後 2 時前には上空に雷
雲が現れ、小雨も降り始め、時々遠雷が聞こえるように
なり、午後 3 時頃になると上空に暗雲が立ち込め豪雨
が降り続き、午後 3 時 5 分には雷注意報も発令された
が、落雷事故のあった午後 4 時 30 分頃になると、雨も
やみ上空は明るくなりつつあったが、遠くにある雲の間
で放電が起き、雷鳴が聞こえている程度であった。この
ような状況の中で、サッカーの試合が開始され、開始後
間もなく生徒の一人に落雷し、視力と両手両足の自由を
失う後遺障害を負うことになったために、引率教諭およ
び所属の高等学校ならびに大会の主催者に対して損害賠
償が請求された事例である。
　判決では、落雷事故が天災であると位置づけたうえで、
①落雷事故が決して珍しいものではないこと、②被害の
多くが死亡または重体という重大なものであること、③
雷鳴や雷光という分かりやすい徴候があること、④屋内
に退避することで簡単に逃れることができること、そし
て、落雷事故を予防するための注意に関する多くの文献
に、運動場にいて雷鳴が聞こえるときには、遠くても直
ちに屋内に避難すべきであるとの趣旨の記載が存在して
いることから８、⑤このような落雷に関する知見は常識
的なものであるといえること等を踏まえて、引率教諭に
おいては本件落雷事故を予見すべきであったと判断しそ
の責任を認めるものであった。
　
神　谷　和　孝
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５．まとめに代えて
　スポーツ基本法が制定されたことを契機として、国や
自治体を中心に今後もスポーツのための環境整備がより
一層推進され、健康志向の高まりとともに、幼児から高
齢者にいたるまで、健常者と障害者の区別なく、スポー
ツに親しむことができる時代を迎えようとしている。安
心してスポーツを楽しむためには、その技能を習得する
ことはもちろんのこと、事故に対する備えも必要である
ことはいうまでもないことであろう。
　本稿は、スポーツ事故における法的責任を概説するも
のであるが、法的責任が認められるか否かの判断は、当
事者や関係者が常に事故が「起きるかもしれない」こと
を認識していたかどうか（「起きないだろう」では許さ
れない。）、そして、事故を防ぐための「最善の努力」を
していたかどうかを検証し、見極めることであると思わ
れる。前者が予見可能性の問題であり、後者が安全配慮
（確認）義務の問題である。とりわけ、専門的な知識を
もつ者と見なされる学校の担当指導教諭やスポーツイン
ストラクター等は、より高度な努力義務・注意義務が課
せられていることを再度確認しておきたい。例えば、「４．
(2) 指導者の責任」で扱った熱中症の事故に関していえ
ば、熱中症が発生しやすい環境および罹患者の身体的条
件や熱中症の症状などを、指導担当教諭が充分に把握し
ておれば、少なくとも最悪の事態は防げたものと思料さ
れる。「４．(4) 引率者等の責任」で問題となった落雷事
故についても、判決が指摘するように、落雷の危険性と
その予防策に関する知見はかなり常識化していることか
ら、事故が起きた場合には引率者等の安全配慮義務が厳
しく問われることは必定である。スポーツ愛好家やス
ポーツ指導者をはじめ、スポーツに係わるすべての者に
は、常日頃から万が一の事故防止に備え、安全面に配慮
した真摯な取組みが求められる。
　とりわけスポーツ指導者においては、その種目の危険
性に関する特徴を熟知するとともに、学生・生徒等の指
導を行う者の指導時における体調等への目配りが必要で
ある。それとともに、指導者自身の感情を適切にコント
ロールし、行き過ぎた指導や誤解を招く恐れのある言動
等についても、細心の注意が必要であると思われる。
［参考資料］
１．スポーツ基本法（抜粋）
（目的）
第一条　この法律は、スポーツに関し、基本理念を定め、
並びに国及び地方公共団体の責務並びにスポーツ団体の
努力等を明らかにするとともに、スポーツに関する施策
の基本となる事項を定めることにより、スポーツに関す
る施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民の心身
の健全な発達、明るく豊かな国民生活の形成、活力ある
社会の実現及び国際社会の調和ある発展に寄与すること
を目的とする。
（基本理念）
第二条　スポーツは、これを通じて幸福で豊かな生活を
営むことが人々の権利であることに鑑み、国民が生涯に
わたりあらゆる機会とあらゆる場所において、自主的か
つ自律的にその適性及び健康状態に応じて行うことがで
きるようにすることを旨として、推進されなければなら
ない。
２　－略－
３　－略－
４　スポーツは、スポーツを行う者の心身の健康の保持
増進及び安全の確保が図られるよう推進されなければな
らない。
５　スポーツは、障害者が自主的かつ積極的にスポーツ
を行うことができるよう、障害の種類及び程度に応じ必
要な配慮をしつつ推進されなければならない。
（国の責務）
第三条　国は、前条の基本理念（以下「基本理念」とい
う。）にのっとり、スポーツに関する施策を総合的に策
定し、及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務）
第四条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、スポー
ツに関する施策に関し、国との連携を図りつつ、自主的
かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、
及び実施する責務を有する。
（指導者等の養成等）
第十一条　国及び地方公共団体は、スポーツの指導者そ
の他スポーツの推進に寄与する人材（以下「指導者等」
という。）の養成及び資質の向上並びにその活用のため、
系統的な養成システムの開発又は利用への支援、研究集
会又は講習会（以下「研究集会等」という。）の開催そ
の他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。
（スポーツ施設の整備等）
第十二条　国及び地方公共団体は、国民が身近にスポー
ツに親しむことができるようにするとともに、競技水準
の向上を図ることができるよう、スポーツ施設（スポー
ツの設備を含む。以下同じ。）の整備、利用者の需要に
応じたスポーツ施設の運用の改善、スポーツ施設への指
導者等の配置その他の必要な施策を講ずるよう努めなけ
ればならない。
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２．前項の規定によりスポーツ施設を整備するに当たっ
ては、当該スポーツ施設の利用の実態等に応じて、安全
の確保を図るとともに、障害者等の利便性の向上を図る
よう努めるものとする。
（スポーツ事故の防止等）
第十四条　国及び地方公共団体は、スポーツ事故その他
スポーツによって生じる外傷、障害等の防止及びこれら
の軽減に資するため、指導者等の研修、スポーツ施設の
整備、スポーツにおける心身の健康の保持増進及び安全
の確保に関する知識（スポーツ用具の適切な使用に係る
知識を含む。）の普及その他の必要な措置を講ずるよう
努めなければならない。
２．民法（抜粋）
（不法行為による損害賠償） 
第七百九条 　故意又は過失によって他人の権利又は法
律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じ
た損害を賠償する責任を負う。 
（財産以外の損害の賠償） 
第七百十条 　他人の身体、自由若しくは名誉を侵害し
た場合又は他人の財産権を侵害した場合のいずれである
かを問わず、前条の規定により損害賠償の責任を負う者
は、財産以外の損害に対しても、その賠償をしなければ
ならない
（近親者に対する損害の賠償） 
第七百十一条 　他人の生命を侵害した者は、被害者の
父母、配偶者及び子に対しては、その財産権が侵害され
なかった場合においても、損害の賠償をしなければなら
ない。 
（未成年者の責任） 
第七百十二条 　未成年者は、他人に損害を加えた場合
において、自己の行為の責任を弁識するに足りる知能を
備えていなかったときは、その行為について賠償の責任
を負わない。 
（責任弁識能力を欠く者の責任）
第七百十三条 　精神上の障害により自己の行為の責任
を弁識する能力を欠く状態にある間に他人に損害を加え
た者は、その賠償の責任を負わない。ただし、故意又は
過失によって一時的にその状態を招いたときは、この限
りでない
（責任無能力者の監督義務者等の責任） 
第七百十四条 　前二条の規定により責任無能力者がそ
の責任を負わない場合において、その責任無能力者を監
督する法定の義務を負う者は、その責任無能力者が第三
者に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、監督義
務者がその義務を怠らなかったとき、又はその義務を怠
らなくても損害が生ずべきであったときは、この限りで
ない。
 
３．国家賠償法（抜粋）
第一条 　国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員
が、その職務を行うについて、故意又は過失によって違
法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、こ
れを賠償する責に任ずる。 
第二条 　道路、河川その他の公の営造物の設置又は管
理に瑕疵があつたために他人に損害を生じたときは、国
又は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。 
第四条 　国又は公共団体の損害賠償の責任については、
前三条の規定によるの外、民法 の規定による。 
［註］
１平成 23 年 6 月 24 日付、スポーツ基本法の公布について（通
知）、２３文科ス第３１０号
２詳細は、東海学院大学のホームページや平成 23 年度履修の
てびきを参照願いたい。
　http://www.tokaigakuin-u.ac.jp/index.html
３財団法人日本障害者スポーツ協会のホームページを参照した。
　http://www.jsad.or.jp/yousei_top.htm
４神戸地裁平成 ・2・26 判決（判例時報 696 号 26 頁以下）
５松山地裁西条支部平成 6・4・3 判決（判例タイムズ 856 号
25 頁以下）
６最判平成 5・3・30 判決（判例タイムズ 856 号 97 頁以下）
７最判平成 8・3・3 判決（判例時報 929 号 4 頁以下）
８落雷事故対策マニュアル（財団法人 埼玉県体育協会、埼玉県
スポーツ科学委員会）等
　http://www.saitama-sports.or.jp/science/files/Thunderbolt.
pdf
　
なお、本判決後に、財団法人日本サッカー協会は「サッカー
活動中の落雷事故の防止対策についての指針」を作成した。 
　http://www.chiba-fa.gr.jp/00top/lightning.pdf 
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